（様式１）

プロポーザル参加意思表明書

　　年　　月　　日

茨城県知事　大井川　和彦　殿

（環境政策課扱い）

（提 出 者）

所　 在 　地

商号又は名称

代表者氏名
令和８年６月11日付けで公告のあった、令和８年度ニホンジカ等捕獲技術講習会開催業務委託に係るプロポーザルについて、参加意思を表明します。
担当者連絡先

	氏名（ふりがな）
	

	所属・役職名
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	メールアドレス
	


（様式２）

質　　問　　書

　　年　　月　　日

茨城県知事　大井川　和彦　殿

（環境政策課扱い）

（提 出 者）

所　 在 　地

商号又は名称

代表者氏名
令和８年６月11日付けで公告のあった、令和８年度ニホンジカ等捕獲技術講習会開催業務委託に係るプロポーザルについて、質問書を提出します。

担当者連絡先

	氏名（ふりがな）
	

	所属・役職名
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	メールアドレス
	


質問事項

	


（様式３）

プロポーザル提出書

　　年　　月　　日

茨城県知事　大井川　和彦　殿

（環境政策課扱い）

（提 出 者）

所　 在 　地

商号又は名称

代表者氏名
標記業務についてプロポーザル資料を提出します。

業務名　令和８年度ニホンジカ等捕獲技術講習会開催業務委託
（様式４）

会社の概要

	商号又は名称
	

	代表者氏名
	

	本社所在地
	

	資本金
	

	従業員数
	

	最近5年間の

売上・経常利益
	
	売上高
	経常利益

	
	　　　　年　　月期
	
	

	
	　　　　年　　月期
	
	

	
	　　　　年　　月期
	
	

	
	　　　　年　　月期
	
	

	
	　　　　年　　月期
	
	

	資格・登録数


	
	
	

	主な業務内容


	
	
	


※会社概要資料、パンフレット等を添付すること。

（様式５）

類似業務の実績

	業務名


	発注者
	業務期間
	業務の概要
	請負金額（千円）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	備考

１　元請の実績に限る。

２　単体での受注実績に限る。

３　過去５年以内の間に受注した業務に限る。
４　受託契約書、実績報告書等を添付すること。



（様式６）

プロポーザルの提出者に要求される資格要件に係る申立書

　　年　　月　　日

茨城県知事　大井川　和彦　　殿

（環境政策課扱い）

（提 出 者）

所　 在 　地

商号又は名称

代表者氏名
令和８年８年６月11日付けで公告のあった、令和８年度ニホンジカ等捕獲技術講習会開催業務委託に係るプロポーザルの提出者に要求される下記の資格要件をすべて満たす者であることを申し立てます。

記

１　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項の規定に該当していない者及び同条第２項の規定に基づく茨城県の入札参加の制限を受けていない者であること。
２　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。
３　茨城県暴力団排除条例（平成22年茨城県条例第36号）第２条第１号から同条第３号に規定する者でないこと。
４　茨城県物品調達等競争入札参加者資格審査要項（平成8年茨城県告示第254号）に基づく競争入札参加資格があること。または、資格がない場合でも、過去茨城県が発注する業務において実績があること。ただし、茨城県物品調達等登録業者指名停止基準に基づく、指名停止の措置を受けている者でないこと。
５　本件事業の遂行及び事業目的達成に必要な組織及び人員を有すること。
６　対象獣種（ニホンジカ）について、鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成14年法律第88号）第14条の２第７項に基づき、認定鳥獣捕獲等事業者その他環境省令で定めるものであり、捕獲技術について知見を有する者であること。
７　ツキノワグマ及びニホンカモシカの錯誤捕獲時の対応について、放獣方法を確立し、放獣技術について知見を有する者であること。
８　環境省の鳥獣保護管理に係る人材登録事業おいて「鳥獣保護管理プランナー」、「鳥獣保護管理捕獲コーディネーター」または「鳥獣保護管理調査コーディネーター」に認定されている者が所属していること。
